
















































































































全　　国 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
北海道・東北 17．2 7．0 7．4 16．0 14．3
北海道 5．3 3．6 2．5 5．3 4．7
東北 11．9 3．4 4．9 10．7 9．6
大都市圏 56．0 76．2 74．8 59．6 62．7
関　東 29．1 36．0 33．6 29．8 33．7
東海 11．1 16．0 16．6 11．0 10．9
近畿 15．8 24．2 24．6 18．8 18．1
四地方 26．8 16．8 17．8 24．4 23．0
北　陸 2．8 2．3 2．2 3．7 2．7
申　国 7．1 6．5 7．3 6．7 6．2
四　国 4．1 2．4 2．4 3．8 3．6








































































































































































































































































































































































































































































































































1計画事業剰・・gl・59 248　　　262 338 383
計　画　税 1…1・241　i371・5・｝・7・1・7・
備考　「改正地方税制詳解」（昭和41年）316～317頁
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都市開発と財政（恒松）
て次のように述べている。「財源に余裕があ
るか否かということは現実に即して正しく計
算することが必要で，単に基準財政需要を上
回るということで判断すべきではなく，富裕
度はその財政需要，すなわちその団体の行な
うべき行政に必要な経費との比較において問
題にすべきであるということである」と。現
行制度における交付税の配分も正にこの考え
方にもとつくものであって，基準財政需要額
と基準財政収入額という，いわば理論値の差
額によって配分されている。たしかに富裕度
とは財政収入と財政需要との差額がその指標
であり，財政収入の不足を補償するのが交付
税制度であるけれども，それはあくまで地方
団体間の比較の問題である。市町村の95パー
セントが交付税の交付団体である現状では，
収入超過の団体はもちろん，その差の小さい
団体でも相対的には富裕であるといわざるを
えないのである。
　もちろん市町村の95パーセントが交付団体
であるということ自体，調整制度としての交
付税制度および地方税制度にとって再検討を
要することはいうまでもないが，問題は基準
財政需要額という理論値の計算の仕方である。
10年以上も前に，しかも当時10万の人口の都
市を標準にした財政需要の算定は，たとえそ
の後単価の訂正や補正係数の追加などの手を
加えて精緻なものになったとはいえ，現状に
適合した配分にならないことは容易に想像で
きることである。しかも地方交付税は地方団
体間の行政水準の平準化の機能を果たしえて
　　　　　　　　第7表
も，地方行政のより高い水準を保障する機能
を十分には果たしていない。なぜなら現行制
度では，経済発展に伴う行政水準の引上げと
いう要求は，交付税の財源になっている国税
三税（所得税・法人税・酒税）の増収という
間接的な経路でしか満たされないからである。
　また大都市における開発の投資を交付税に
期待すること自体にも疑問がある。大都市に
おいてその開発のために多額の先行投資が必
要であることは十分認めうるとしても，それ
を交付税の対象にすることは交付税制度の性
格の変化を意味するものである。交付税はあ
くまでも行政水準の維持ないし安定的な向上
に必要な財政需要とそれに対する財政収入の
差の補償であって，開発のための資金を供給
する制度ではない。それはむしろ国庫からの
補助金の機能である。とくに大都市の開発は
さきにものべたように全経済にかかわる課題
である。大阪市会の報告は「国庫補助金につ
いては，大都市は従来から，財源調整の名の
もとに，独自の目的と基準によって配分され
るべき補助金が減額削減される憂目にあって
きた」と指摘している。たしかに下水道建設
費の補助は大都市についてその富裕なるがゆ
えに削減されているし，富裕府県に対する義
務教育国庫負担金も減額されている。補助金
はその事業費に対してなさるべき交付金であ
って財源調整を直接の目的とするものではな
いことはいうまでもない。
　しかし配分が大都市に不利であるとは，少
くとも現実のシェアからはいえないのであっ
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都市開発と財政（恒松）
て，38年度市町村決算では1，750億円の国庫
支出金のうち約400億が6大都市に配分され
ているのである。ただし工事費とか用地費と
いった補助金の基準単価が実際とかけはなれ
ている程度は大都市の方がはるかに大きいた
めに，補助金の効果が減殺されるという事実
は反省されなくてはならないであろう。たと
えば，自治省の調査に基いて，大都市におけ
る都市計画事業費（街路事業）の中に占める
用地費の割合がいかに大きいかを第7表で示
しておこう。その比率の最も小さい京都市で
すら43パーセントであり，名古屋市において
は事業費の87パーセントが用地費に消えてし
まっている。もし補助金が地価の騰貴を無視
して配分されているとすれば，都市の開発事
業は大都市において著しく困難になるであろ
う。社会資本の合理的配分をおこなうのは補
助金の大きな機能ではあるが，現実は中央の
地方干渉の手段に利用されたり，政治のかけ
ひきに利用されて十分にその機能を果たしえ
ない。都市再開発を国民経済の発展の中で重
要視するならば，補助金の配分の改善は都市
財政の充実にとって重要な役割を果すものと
なりうるであろう。
5．地方債の枠の拡大
　大都市再開発のための投資にはもっと地方
債が活用される必要があることに賛成する人
は少なくない。わたくしがたまたま訪れたあ
る新産都市地域の某市長は開発のための先行
投資の資金を補助金に頼ることにはむしろ批
判的であった。投資は地域の開発に役立て，
効果をあげるものだから融資によるべきもの
であると彼はいう。ただし開発が始動する期
間にたえうるだけの低い利子でなくてはなら
ない。この主張は開発に関する費用を公債に
求めようとする要請でもあるのである。
　現在の地方債の発行は全てが開発のための
資本ではない。たとえば39年度の地方債計画
13
における総額4，000億の起債額のうち，地域
開発事業という項目にあたるのは500億であ
り，その他開発に必要な工業用水，一般建設，
交通事業などを加えても2，000億に満たない。
したがってもっと開発のための地方債の枠を
拡大せよという要求がでるのも当然なのであ
る。
　またこの要求は地方団体の歳入総額に占め
る地方債収入の比重が戦前に比べて著しく低
いことからも是認される。戦前の昭和9～11
年における地方債の比重はほぼ30パーセント
であったのに対して，38年度の市町村決算の
示すところは6パーセントであり，経済力の
大きい大都市ですら7パーセントをわずかに
上回るにすぎない。地方団体によってかなり
の差があるが，大阪市の場合では戦前の比重
30パーセントに対して38年の決算見込におい
て，外債も含めて16パーセントにすぎないの
である。戦前と戦後では地方財政の中央政府
との相対的規模が異なるのであるから，公債
発行限度はただ歳入に占める公債収入の比重
だけで判断することはできないとしても，地
方債の拡充の余地はあるといえよう。
　公債発行の余力の有無は年々償還する公債
費が税収入の中で占める比重の大いさによっ
ても示される。公債による投資効果の全てが
地方税収入になるとは限らないから，歳出規
模における公債費の比重が指標となるであろ
う。地域経済の構造の相異によってその妥当
な水準は一定ではないが，おおむね15パーセ
ント位が健全性の限度であるといわれている。
この比重もまた戦前はほぼ30パーセント前後
であったのに対して，戦後は5～6パーセン
トにすぎないから，少なくとも現在の2倍の
発行余力はあるとみてよいであろう。
　しかしながら地方債の枠の拡大が金融市場
を通じて国民経済の資金循環に及ぼす影響は
無視できない。年々財政投融資計画が策定さ
れ，その中で地方債の枠が決定されるのもそ
のためである。とくに地方債の大部分を政府
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資金に依存している場合には政府資金の面か
ら制約を受けざるをえないし，民間資金を吸
収しようとすれば高い利子負担をせねばなら
ず，先行投資の要求する低金利を満足するこ
とができないという矛盾をもつ。地方債の枠
の拡大にも厚い壁がありそうに見えるのであ
るが，現実にはこの狭い枠が公社・公団の濫
立を促し，かくれたる公債を生んでいる。た
とえば政府保証債の額の累増はその表われと
みてよいであろう。また一時借入金によって
財政運営の窮迫化を招いている都市も少なく
ない。開発事業のように経済効果の高い事業
に対しては，こうしたかくされた公債によっ
て財政運営をするより，地方債の拡充の方が
より合理的である。ただし問題になるのは開
発事業など特定の起債の枠をひろげるとその
元利償還額が地方交付税の基準財政需要額に
算入されるということである。したがっても
し地方債拡充を実現するためにはこうした償
還に伴う財源保障を地方団体は放棄するだけ
の覚悟をもたねばならないであろう。
6．　広域行政による財源の配分
　大都市再開発の財源確保ということは究極
には都市相互間および府県と都市との財政関
係の調整に求めなくてはなるまい。広域行政
の必要性はしばしば行政の効果の及ぶ範囲の
拡大という面で論ぜられているが，財源の調
整の上でも必要なことである。
　必要性の一つの理由は昼間人口と夜間人口
の著しい差による。いいかえれば勤務地と住
居地が行政区域を異にするという現象による
ものである。イギリスの財政学者である，U．
K．Hicksはその1930年代に著した「財政
学」の中で，すでにこの現象を理由に行政区
域の編成替えの必要を説いている。大阪市会
の報告の中でも，「大阪市内に本店を有する
法人中大阪市内に常勤する重役等の居住地別
分布状況をみると大阪市内の居住はわずかに
14
11パーセントにすぎない」ことを指摘してい
る。しかも大阪府内に居住する割合をとって
みても40パーセントそこそこである。このこ
とは市民税が住居地主義で課税されるかぎり，
大阪市の経済活動の結果は大阪市の財政収入
の伸びに貢献しないことを意味する。ここに
も地方団体の行政は住民生活に直結する分野
であるとの固定観念に捕われることの欠陥を
見出すことができる。
　しかも大都市は残った人口に対してアパー
トなど住宅を供給するけれども，そこに住む
人口は往々にして低所得階層が多い。そして
年月が経過するにつれてそれは新しいスラム
を形成する可能性をはらんでいるのである。
大都市は外部からの通勤者のための施設を要
求され，残った人々の民生的経費は増加する
一方，税収は一向に伸びないという矛盾に苦
しむことになる。この傾向は大都市が生産機
能ばかりでなく管理中枢機能の集中がすすめ
ばすすむほど甚だしくなるのである。
　こうした傾向を解決するためには合併して
行政区域を改めるか，さもなければ各種の行
政について関連市町村の強い協力体制によっ
て解決するか，あるいは財源の再配分をする
か，の方法が考えられる。しかしたとえば東
京都下の市で，団地のあまりに急激な増加の
ために学校その他の施設費に収入が追いつか
ず悲鳴をあげているように，大都市周辺の市
町村にも財源の悩みはあるから財源の再配分
は実現しそうもない。したがって行政の広域
処理ということは残された可能な解決の途で
あろう。
　さらに府県と大都市との行財政関係はもっ
と複雑である。大都市はいわゆる政令都市と
呼ばれて府県とほぼ対等な権限をもち行政事
務を担当している。しかし財源の配分はそう
ではない。大都市の事業活動に対する事業税
は府県の税収であって都市の財源とはならな
い。また府県税である不動産取得税と市町村
税である固定資産税とは同じ税源であるとこ
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うからその帰属の是非もつねに問題になるこ
とである。
　こうした府県と大都市との行財政関係が円
滑にゆかない原因も府県の領域が狭きにすぎ
ることによることが多い。さきの大阪市内へ
の常勤重役の居住地にしても，神戸，西宮，
芦屋，宝塚といった兵庫県に住んでいる人の
数はは実に総数の60パーセントに及ぶのであ
る。これは阪神だけではなく，東京，名古屋
を中心とする諸県にも程度の差こそあれ存在
する問題である。首都圏，中京圏，近畿圏と
いう新しい開発区域の設定はただに開発事業
の統一性の必要ばかりでなく，財源の調整と
いう点でも大きな意味をもつものといえるの
である。
　大都市の再開発における財源の確保という
点において税制を通じる措置よりはむしろ行
政ないし財政機構の改革にまつところが多い
ように眉、う。またかかる抜本的改革がなされ
るかどうかは大都市再開発の国民経済的意味
がどのように一般に理解され支持されるかに
かかっているともいえるようである。
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